別紙様式第１号別添１
	事業実施年度

令和　年度

継続事業の場合

開始年度

令和　年度

最終予定年度

令和　年度
岩手県食肉等流通構造高度化・輸出拡大事業実施計画書

事業実施主体名 

市町村名 
地区名 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


第１　事業の目的

	


第２　事業計画総括表  

１　成果目標の妥当性に関する項目
	畜種
	達成すべき成果目標の具体的な内容及び現況値

	
	類別
	成果目標の内容
	現況値の内容

	
	
	現状値
	目標値
	増減率等
	目標数値の考え方
	事後評価の検証方法
	

	
	
	（令和〇年度）
	（令和〇年度）
	
	
	
	（設定基準・項目）
（事業実施主体の現況）

	
	
	（令和〇年度）
	（令和〇年度）
	
	
	
	（設定基準・項目）

（事業実施主体の現況）

	
	
	（令和〇年度）
	（令和〇年度）
	
	
	
	（設定基準・項目）

（事業実施主体の現況）

	
	
	（令和〇年度）
	（令和〇年度）
	
	
	
	（設定基準・項目）

（事業実施主体の現況）

	
	
	（令和〇年度）
	（令和〇年度）
	
	
	
	（設定基準・項目）

（事業実施主体の現況）

	
	
	（令和〇年度）
	（令和〇年度）
	
	
	
	（設定基準・項目）

（事業実施主体の現況）


（注）１　「類別」欄は、「配分基準通知」の別表２-２に定める類別番号を記入すること。

２　「目標数値」の欄は、「配分基準通知」の別表２-２の「達成すべき成果目標基準」に沿って、内容・目標数値を記入すること。

　なお、現状値については、「配分基準通知」の別表２-２に特に定める場合を除き、原則、直近年のデータとし、直近年が異常年であった場合（激甚災害の発生等）は、さらに前年のデータ又は過去数
カ年の平均を現状値とすることができる。

３　「目標数値の考え方」の欄は、目標数値の決定にあたって、現状を明らかにし、どのような取組を行うことにより、具体的にどれだけの効果が期待され、その結果として、目標をどれだけ達成できるの
かを記入すること。
４　「事後評価の検証方法」の欄は、現状値及び目標値の算出方法について、客観的な手法（方法）により検証できることを記入すること。

５　成果目標が契約取引に係る内容である場合には、契約書、確認書、覚書、需要見込み調査結果及びその他の販路の見込みが確認できる資料を添付すること。
第３　事業の実施方針
１　事業実施地区における現状・課題、対応方針及び成果目標の達成に向けた推進体制

	【現状・課題】

※　事業実施地区における現状を踏まえ、生産・経営・流通に係る課題を幅広く数値等も交えて具体的に記述すること

【対応方針】

※　前段の課題に対応させて記述する。

【成果目標の達成に向けた推進体制】

※　関係機関を含んだものとし、事業実施主体における推進活動の状況について、図示等を活用して記述する。



第４　費用対効果分析

「強い農業づくり総合支援交付金の費用対効果分析の実施について」（令和４年４月１日付け３畜産第第1989号農林水産省総括審議官（新事業・食品産業）、
農産局長、畜産局長通知）に定める様式により算出し、添付する。
第５　施設等の規模決定根拠
１　事業規模の決定根拠
	※　事業規模（導入する機械の能力、台数、施設の規模、処理能力、附帯施設の能力、数量等）の決定に係る計算過程について、具体的な数値（生産量、処理・加工量、出荷量、出荷期間、利用計画、機械・施設等の能力、既存の機械・施設の能力等）を用いて記載すること。



２　事業実施予定場所等

	事業内容

（施設、機械名）
	導入（保管）予定場所
	面積
	取得年月日
	備考

	
	　　　　　　市

　　　　　　町　　　　　　　　番地

　　　　　　村
	（㎡）

	
	


３　整備する施設等の利用計画
	機械･施設名
	畜種名
	利用計画
	利用日数
	月　 別 　利 　用 　計 　画
	年間処理量、処理頭羽数等
	備考

	
	
	現在
	目標
	現在
	目標
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月
	
	

	
	
	月　旬

～

月　旬
	月　旬

～

月　旬
	日
	日
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）　月別利用計画の欄については、処理量（ｔ若しくは㎏）又は処理頭羽数（頭若しくは羽）を記載すること。
４　既存の施設の利用状況

	実施

年度
	事業等名
	事業の内容

（機械・施設名答）
	受益農家
戸　　数
	受益処理・加工量
	規模･能力
	仕様
	事業量
	利用の状況に関する説明

	
	
	
	
	
	
	
	
	利用率（％）
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１　　整備しようとする機械・施設に関連する既存施設・機械について記入する。

　　　　２　「事業等名」の欄には、具体的な事業名、資金名、自費等を記載する。

　　　　３　「利用率」の欄は、計画時点の処理量に対する現況処理量で表す。（利用率＝実際の使用÷計画目標）

　　　　４　「利用の状況に関する説明」の欄には、既存の機械・施設がありながら新設の機械・施設を導入する理由を簡潔に記述する。
第６　機械・施設の貸付に関する計画
	対象機械・施設名
	受益農家戸数
	貸付対象
	貸付期間
	賃貸料設定の考え方
	管理の役割分担

	
	
	※例
　〇〇利用組合
	※例
　年間を通じて貸付
	
	※例
　通常の保管場所
　整備点検の実施者



第７　事業効果の発現目標　
	輸出先国
	輸出品目
	現状値（令和○年度）
	目標値（令和●年度）
	備考

	
	
	出荷量
	出荷額
	出荷量
	出荷額
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	


　（注）輸出国別の輸出向け出荷量及び出荷額の現状値と目標値を記載すること。
第８　事業の全体計画及び年度別計画に関する項目
１　事業の全体計画（事業内容・負担区分等）
	事業内容

（工種,施設区分,構造,規格,能力､施設等付帯事業の内容等）
	事業量

（単価,回数,基数台数,面積等）
	竣工又は完了予定年月日
	事業費

(A+B+C+D+E)
	負担区分
	担保
	備考

	
	
	
	
	国庫交付金
	県費(B)
	市町村費(C)
	自己資金(D)
	その他(E)
	
	

	
	
	
	
	補助対象経費
	補助率
	補助金額(A)
	
	
	
	
	
	

	
	
	令和●年

●月●日　


	円


	円


	●／●
	円


	円
	円
	円
	円
	金融機関名

（　　　　　）

融資名

（　　　　　）

融資金額

（　　　　　）

償還年数

（　　　　　）

その他

（　　　　　）
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１　「事業内容」の欄には、整備する施設の規模、処理量、施設等付帯事業の内容等を含めて記入すること。　　　　
２　「事業費」の欄には、当該補助事業に係る経費の総額を記入すること。

　　　３　「補助対象経費」の欄には、事業費のうち「食肉等流通構造高度化・輸出拡大事業交付金」の交付対象となる経費の額を記載する。

　　　４　「補助率」の欄には、国の「食肉等流通構造高度化・輸出拡大事業交付金交付等要綱」別表の交付率以内の率を記載すること。

　　　５　「補助金額(A)」の欄には、補助対象経費に補助率を乗じて算出した額を記載すること。

　　　６　「その他（E）」欄には、当該事業に要する経費のうち、負担区分A～D以外で支弁する経費（寄付金、その他助成等）があるときは、その額を記載し、かつ、その経費の概要を備考欄に記載する。

　　　７　「担保」欄には、交付金対象物件を担保に供し、自己資金の全部又は一部について融資を受ける場合に記入すること。
８　「備考」欄には、事業区分ごと、事業実施主体ごとに、仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額●●●円　うち国費●●●円」、同税額がない場合には「該当なし」
同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入するとともに、同税額を減額した場合には合計の備考欄に合計額（「除税額●●●円　うち国費●●●円」）を記入すること。
２　複数年度の事業の全体計画書（事業実施期間を２年以上とする事業に限る）
	施設の種類
	総事業費
	年度別事業内容及び事業費（千円）

	
	
	年度（開始年）
	年度
	年度

	
	事業費
	交付金要望額
	事業内容
	
	事業内容
	
	事業内容
	

	
	
	
	
	事業費
	交付金要望額
	
	事業費
	交付金要望額
	
	事業費
	交付金要望額

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１　個々の建物及び機械・設備ごとの事業費及び交付金の額を記載すること。
２　「年度別事業内容及び事業費」の欄は、適宜、欄を追加若しくは削除して記入すること。

第９　輸出先の求める品質管理や衛生基準等に対応するために必要となる取組　　
	取組内容
	輸出先国
	取組完了（予定）時期

	
	
	


（注）「取組内容」の欄は、国の「食肉等流通構造高度化・輸出拡大事業実施要領」の（別記２）の第２の（７）に掲げる取組から記載すること。
　　　　
第10　事業実施対象受益地区の状況

	受　　　　益
	事業対象となる家畜飼養頭羽数等
（頭、千羽）
	備　　考

	
	（畜種名）
	（畜種名）
	

	現　状

（令和　年度）
	頭、千羽
	頭、千羽
	

	目　標

（令和　年度）
	
	
	


（注）１  記載の対象とする地区は、受益地を含む市町村等の出荷単位等とする。なお、市町村等が複数にわたる場合には、それぞれ記入する。

　　　　２　「事業対象となる家畜飼養頭羽数等」欄の畜種名については、乳用牛、肉用牛、豚、採卵鶏、ブロイラーのいずれかを記入するものとする。なお、頭羽数については、常時飼養頭羽数とし、成畜換算
によることとする。

　　　　　
第11　機械・施設の施工方法及び施工業者選定方法の計画

	施　工　方　法
	直営施行･請負施行･委託施行･代行施行
	代行施行による場合
	代行施工業者
	

	施工業者選定方法
	一般競争入札･指名競争入札･随意契約
	
	代行施行候補業者名
	

	一般競争入札による場合
	入札立会予定者
	
	
	入札立会予定者
	

	指名競争入札による場合
	指名業者選定の考え方
	
	随意契約による場合
	随意契約を選択する理由
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	指名候補業者名
	
	
	価格の適正性の判断基準
	

	
	入札立会予定者
	
	
	候補業者名
	


（注）１　記入にあたっては、「食肉等流通構造高度化・輸出拡大事業交付金に係る交付対象事務及び交付対象事業費の取扱いについて」（令和３年12月24日付け３畜産第1342号農林水産省畜産局長通知）第
１に注意すること。

　　　　２　工種毎（土木工事、建築工事、製造請負工事等）で施行方法が違う場合は、工種毎に区分して記入すること。

　　　　３ 「施行方法」欄は、「直営施行」「請負施行」「委託施行」「代行施行」のいずれかを「○」で囲む。

　　　　４ 「代行施工業者選定方法」及び「施工業者選定方法」欄は、「一般競争入札」「指名競争入札」「随意契約」のいずれかを「○」で囲む。　

５ 「指名業者選定の考え方」の欄には、どのような基準及び条件によって業者を指名するのか、その考え方を記入する。

　　　　６ 「指名候補業者名」の欄には、当該事業の計画策定時点における指名候補業者名をすべて記入する。

　　　　７ 「入札立会予定者」の欄には、行政機関（都道府県及び市町村）から入札への立会が予定されている場合に、入札立会予定者の所属及び役職名を記入する。

　　　　８ 「随意契約を選択する理由」の欄には、随意契約を選択する合理的な理由を記入する。

　　　　９ 「価格の適正性の判断基準」の欄には、随意契約価格が適正であることをどのように判断するのかを記入する。

　　　  10 「候補業者名」の欄には、当該事業の計画策定時点における候補業者名を記入する。

　
第12　添付資料
　(1)　定款
　(2)　事業実施地区の位置図

　(3)　機械・施設の配置図、平面図、事業費の積算（概略設計）、見積書（２社以上）、導入機械・施設のカタログ

　(4)　管理運営規定
　(5)  収支計画

　(6)　輸出拡大計画（国の「食肉等流通構造高度化・輸出拡大事業実施要領」の別紙様式第６号）

　(7)　都道府県知事が地方農政局長等と協議して認める団体が事業を実施する場合は、特認により事業を実施する理由書

　(8)  その他、知事又は振興局長が特に必要と認めるもの

